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第 101 号 

横浜市報調達公告版

 

横浜市中区港町１丁目１番地 

発 行 所 

        横 浜 市 役 所 

 
【調達公告】 

△ ６億円以上の一般競争入札（入札ボンド制度試行対象工事）の施行 
  （南部処理区初音雨水支線下水道整備工事 ほか１件）･･･････････････････････････････････････２ 

△ ６億円以上の一般競争入札（工事）の施行 
  （北部第二水再生センター分離液処理施設電気設備工事 ほか１件）･･･････････････････････････10 

△ 総合評価一般競争入札（工事）の施行 
  （新横浜公園ニュースポーツエリア３電気設備工事 ほか４件）･･･････････････････････････････18 

△ 一般競争入札（予定価格の事後公表試行対象工事）の施行 
  （南部処理区高根地区下水道再整備工事（その２） ほか２件）･･･････････････････････････････33 

△ 一般競争入札（工事）の施行 
  （平成21年度梅田川朝香橋架替工事 ほか29件）･････････････････････････････････････････････40 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行 
  （白灯油 約90,000リットルの購入）･･･････････････････････････････････････････････････････78 

△ 同（白灯油 約96,000リットルの購入）･････････････････････････････････････････････････････81 

△ 一般競争入札（物品・委託等）の施行 
（高田ポンプ場天井走行クレーン保守点検業務委託 ほか19件）･･･････････････････････････････84 

 
【水道局】 

△ 一般競争入札（予定価格の事後公表試行対象工事）の施行 
  （桂線口径400ｍｍ配水管布設替工事）･････････････････････････････････････････････････････108 

△ 一般競争入札（工事）の施行 
  （相模原沈澱事務所耐震補強及び外壁改修工事 ほか８件）･･････････････････････････････････112 

△ 一般競争入札（物品・委託等）の施行 
  （バタフライ弁（電動機付）口径1000ｍｍメタルシート １基ほか ほか３件）････････････････124 
 
【交通局】 

△ 一般競争入札（工事）の施行 
  （関内変電所受変電機器新設工事）････････････････････････････････････････････････････････132 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行 
  （軽油（１月～３月分）第１ブロック 約1,017キロリットルの購入 ほか１件）･･･････････････137 

△ 一般競争入札（物品・委託等）の施行 
  （短靴（シモン又はミドリ安全）117足ほか 同等品可）･････････････････････････････････････139 
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横浜市調達公告第 349 号 

６億円以上の一般競争入札（入札ボンド制度試行対象工事）の施行 

次のとおり、「南部処理区初音雨水支線下水道整備工事」ほか１件の工事について、一般競争入札を行う

。 

平成21年11月４日 

 

契約事務受任者 

横浜市副市長 金 田 孝 之 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子

入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる。 

２ 入札保証金 

(1) 入札保証金は、納付を求める。ただし、金融機関の入札保証等をもって入札保証金の納付に代える

ことができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の予約を受けた場合は、入札保

証金を免除する。 

(2) 入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方法等については、入札保証金の取扱いに係

る説明書及び工事ごとに定める。 

３ 入札参加手続等 

(1) 入札参加者は、２に定めるところにより、入札保証金の納付等を行うこと。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める

期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

調 達 公 告 
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なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札保証金の取扱いに係る説明書４の定めに該当する入札 

(4) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は４(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(5) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(6) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共

同企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(10) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札Ｉ

Ｃカード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人による

ＩＣカードを用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする

。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記

期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を

満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、
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当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 契約保証金 

(1) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

９ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市

条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する

。 

    なお、この場合においては、落札決定後、本市と落札者とは仮契約を締結するものとし、議会の議決

後、自動的に本契約となるものとする。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。ただし、(3)に該当する場合には、「契約書」

を「仮契約書」と読み替える。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。  

(6) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(8) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(5)に定める書類の提出をしない場合 

(9) ６(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項

の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場

合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 21・22 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載

された金額に１００分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績

額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に

満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 
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(10) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(11) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）、横浜市工事

請負等競争入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０９２１０１０４２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区初音雨水支線下水道整備工事 

施工場所 
中区末吉町４丁目９０番地先から日ノ出町２丁目１４５番地先まで 

工事概要 

泥土圧式シールド工（一次覆工、仕上がり内径２，０００ｍｍ、Ｌ＝８５８．１ｍ、最小 
曲線半径１０ｍ）、立坑築造工２か所 

工期 契約締結の日から平成２３年１０月３１日まで 

予定価格 １，０５９，１４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

※次頁のとおり 
  

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。工事経験欄にシールド工法の種類及び最 
小曲線半径を記入すること。） （２）監理技術者講習修了証の写し （３）施工実績調 
書（工事内容欄にシールド工法の種類及び仕上り内径を記入し、併せてその実績を証明す 
る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） （４）総合評定値通知書 （ 
５）共同企業体協定書兼委任状 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１２月 ３日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年１２月 ７日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１２月 ８日（火）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ８回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１４  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４２１ 

工事件名 
南部処理区初音雨水支線下水道整備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【入札参加資格 その他】 
次の要件をすべて満たす特定建設共同企業体であること。 
（１）各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体である 
  こと（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 
（２）構成員の数は２者であること。 
（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、１０分の３以上であるとと 
  もに、代表者となる構成員の出資比率が、その共同企業体構成員中最大であること。 
（４）構成員の組み合わせは、前頁の入札参加資格のほか、次のア代表構成員の資格要件 
  をすべて満たす者とイ第２位構成員の資格要件をすべて満たす者による組み合わせで 
  あること。 
 ※ 施工実績及び技術者の施工経験はいずれも平成８年４月１日以降に完成したもの  
  （当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２ 
  以上のもの）に限る。 
 ア 代表構成員の資格要件 
  （ア）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第１項に定める経営事 
    項審査（以下「経審」という。）の総合評定値通知書（本件工事の開札日におい 
    て有効かつ最新のものとする。以下同じ。）における土木一式の総合評定値が  
    １，２００点以上であること。 
  （イ）仕上り内径１，６００ｍｍ以上の密閉型シールド工事の元請としての施工実績 
    を有すること。 
  （ウ）前頁の技術者は、最小曲線半径６０ｍ以下の施工箇所を含む密閉型シールド工 
    事の元請としての施工経験を有すること。  
 イ 第２位構成員の資格要件 
  （ア）経審の総合評定値通知書における土木一式の総合評定値が９５０点以上である 
    こと。 
  （イ）仕上り内径１，６００ｍｍ以上の密閉型シールド工事の元請としての施工実績 
    を有すること。 
  （ウ）前頁の技術者は、密閉型シールド工事の元請としての施工経験を有すること。 
 
【注意事項】 
（１）本件工事は、入札ボンド制度試行対象工事である。詳細は公告本文及び入札保証金 
  の取扱いに係る説明書に定めるところによる。 
   ・入札保証金の納付を証する書類又は入札ボンド（入札保証証書、入札保証保険証 
    券又は契約保証の予約の証書）の提出期限  
    平成２１年１２月７日 午後５時まで 
   ・入札保証保険及び入札保証の保証期間 
    証書等の提出の日から、平成２１年１２月２８日までを含んだ日 
（２）本件工事に直接関連する他の工事の請負契約を、本件工事の請負契約の相手方と随 
  意契約により締結する予定がある。 
 （全体工事概要） 
  泥土圧式シールド工（一次覆工、仕上がり内径２，０００ｍｍ、Ｌ＝８５８．１ｍ、 
  最小曲線半径１０ｍ）、泥土圧式シールド工（二次覆工、仕上がり内径２，０００ｍ 
  ｍ、Ｌ＝８５８．１ｍ、最小曲線半径１０ｍ）、刃口推進工（内径２，０００ｍｍ、 
  Ｌ＝１８ｍ）、立坑築造工２か所、特殊人孔築造工２か所 
（３）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（５）共同企業体 
  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文９（１０） 
  を参照）。 
（４）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（５）次のア及びイに定める額のうちいずれか大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員 
  の当該算定した額を合計した金額が、１，５５０，０００，０００円に満たない者は 
  、本件工事の契約を締結できない。なお、基準日は開札日とする（公告本文９（９） 
  を参照）。 
   ア 平成２１・２２年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工種の土木 
    に係る工事最高請負実績の元請金額を１０分の６で除して得た額 
   イ 平成２１・２２年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工種の土木 
    に係る工事最高請負実績の下請金額を１０分の８で除して得た額 
（６）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９２１０１０４２２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北処理区新羽末広幹線太尾支線下水道整備工事 

施工場所 
港北区大倉山六丁目１９番１号から大豆戸町１２６０番地まで 

工事概要 

泥土圧式シールド工（一次覆工、仕上がり内径２，６００ｍｍ、Ｌ＝１，４２５．７ｍ、 
最小曲線半径１００ｍ）、発進立坑築造工１か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２４年 ３月１５日まで 

予定価格 １，３３３，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

※次頁のとおり  

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。工事経験欄にシールド工事の場合はシー 
ルド工法の種類を、推進工事の場合は推進工法の種類及び管径を記入すること。） （２ 
）監理技術者講習修了証の写し （３）施工実績調書（工事内容欄にシールド工事の場合 
はシールド工法の種類及び仕上り内径を、推進工事の場合は推進工法の種類を記入し、併 
せてその実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） （４） 
総合評定値通知書 （５）共同企業体協定書兼委任状 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１２月 ３日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年１２月 ７日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１２月 ８日（火）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ８回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３９７３  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４２２ 

工事件名 
港北処理区新羽末広幹線太尾支線下水道整備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【入札参加資格 その他】 
次の要件をすべて満たす特定建設共同企業体であること。 
（１）市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であるこ 
  と（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 
（２）構成員の数は２者であること。 
（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、１０分の４以上であるとと 
  もに、代表者となる構成員（以下「代表構成員」という。）の出資比率は、当該共同 
  企業体構成員中最大であること。 
（４）各構成員は、前頁の入札参加資格を満たす者であること。 
（５）代表構成員の平成２１・２２年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工 
  種の土木に係る工事最高請負実績の元請金額が、１，１１０，０００，０００円以上 
  であること。 
（６）構成員の組み合わせは、次のア代表構成員の資格要件をすべて満たす者とイ市内企 
  業構成員の資格要件をすべて満たす者による組み合わせであること。 
 ※ 施工実績及び技術者の施工経験はいずれも平成８年４月１日以降に完成したもの  
  （当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２ 
  以上のもの）に限る。 
  ア 代表構成員の資格要件 
  （ア）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第１項に定める経営事 
    項審査（以下「経審」という。）の総合評定値通知書（本件工事の開札日におい 
    て有効かつ最新のものとする。以下同じ。）における土木一式の総合評定値が  
    １，２００点以上であること。 
  （イ）仕上がり内径２，０００ｍｍ以上の密閉型シールド工事の元請実績を有するこ 
    と。 
  （ウ）前頁の技術者は、密閉型シールド工事の施工経験を元請で有すること。 
  イ 市内企業構成員の資格要件 

（ア）所在地区分が市内であること。 
  （イ）経審の総合評定値通知書における土木一式の総合評定値が９５０点以上である 
    こと。 
  （ウ）次のａ又はｂの工事の元請実績を有すること。 
    ａ 密閉型シールド工事 
    ｂ 管径８００ｍｍ以上の密閉型推進工事 
  （エ）前頁の技術者は、次のａ又はｂの工事の施工経験を元請で有すること。 
    ａ 密閉型シールド工事 
    ｂ 管径８００ｍｍ以上の密閉型推進工事 
（７）市内企業構成員に所属する技術者を、本件工事における現場代理人又は監理技術者 
  として配置すること。 
【注意事項】 
（１）本件工事は、入札ボンド制度試行対象工事である。詳細は公告本文及び入札保証金 
  の取扱いに係る説明書に定めるところによる。 
   ・入札保証金の納付を証する書類又は入札ボンド（入札保証証書、入札保証保険証 
    券又は契約保証の予約の証書）の提出期限  
    平成２１年１２月７日 午後５時まで 
   ・入札保証保険及び入札保証の保証期間 
    証書等の提出の日から、平成２１年１２月２８日までを含んだ日 
（２）本件工事に直接関連する他の工事の請負契約を、本件工事の請負契約の相手方と随 
  意契約により締結する予定がある。 
 （全体工事概要） 
  泥土圧式シールド工（一次覆工、仕上がり内径２，６００ｍｍ、Ｌ＝１，４２５．７ 
  ｍ、最小曲線半径１００ｍ）、泥土圧式シールド工（二次覆工、仕上がり内径２，６ 
  ００ｍｍ、Ｌ＝１，４２５．７ｍ、最小曲線半径１００ｍ）、発進立坑築造工１か  
  所、特殊人孔築造工１か所、分水人孔築造工１か所 
（３）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（５）共同企業体 
  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文９（１０） 
  を参照）。 
（４）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（５）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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横浜市調達公告第 350 号 

６億円以上の一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「北部第二水再生センター分離液処理施設電気設備工事」ほか１件の工事について、一般競

争入札を行う。 

平成21年11月４日 

 

契約事務受任者 

横浜市副市長 金 田 孝 之 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する者

であること。 

(2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受け

ていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入

札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、８（10）に定める場合を除く

。  

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める

期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 
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なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(6) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共

同企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(9) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする

。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記

期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を

満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 
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(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市

条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する

。 

  なお、この場合においては、落札決定後、本市と落札者とは仮契約を締結するものとし、議会の議決

後、自動的に本契約となるものとする。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。ただし、(3)に該当する場合には、「契約書」

を「仮契約書」と読み替える。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(6) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(8) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(9) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項

の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場

合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 21・22 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載

された金額に１００分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績

額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に

満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

(10) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 
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(11) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工

事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０９２１０１０４４２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部第二水再生センター分離液処理施設電気設備工事 

施工場所 
鶴見区末広町１丁目６番地の１ 

工事概要 

高圧受配電設備製作・据付一式、負荷設備製作・据付一式、制御設備製作・据付一式、工 
業計器類製作・据付一式、中央監視設備製作・据付一式 

工期 契約締結の日から平成２３年 ３月１５日まで 

予定価格 １，０５２，３１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

上記の技術者は、平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設 
等）におけるプラント電気設備工事の元請としての施工経験を有すること。 
 
平成８年４月１日以降に完成した、処理方式を高度処理又は標準活性汚泥法とする下水道 
施設又は類似施設（水道施設等）における、送風機設備、ポンプ設備、弁設備及びかき寄 
せ機を運転制御するためのプラント電気設備工事（新設、増設又は更新工事に限る。）の 
元請としての施工実績を有し、かつ、同設備は開札日において１年以上の稼動実績を有す 
ること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。工事経験欄に入札参加資格に定められた 
施工経験を記入すること。） （２）監理技術者講習修了証の写し （３）施工実績調書 
（工事内容欄に工事を施工した施設の名称、工事概要及び当該設備の稼動開始日を記入し 
、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２４日（火）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月２６日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月２７日（金）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４４２ 

工事件名 
北部第二水再生センター分離液処理施設電気設備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）特記仕様書において設計担当技術者の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（３）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（４）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（５）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９２１０１０４４３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部第二水再生センター分離液処理施設汚泥ポンプ設備工事 

施工場所 
鶴見区末広町１丁目６番地の１ 

工事概要 

スクリュー式渦巻ポンプ製作・据付１２台、渦巻斜流ポンプ製作・据付９台、無閉塞渦巻 
ポンプ製作・据付１台、横軸単段渦巻ポンプ製作・据付３台、水中汚水ポンプ政策・据付 
１２台、配管工一式、空気源設備製作・据付一式 

工期 契約締結の日から平成２３年 ３月１５日まで 

予定価格 ７１３，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業、水道施設工事業又は管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置
すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

上記の技術者は、平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設 
等）における汚泥ポンプ設備工事（施工内容に汚泥引き抜き設備を含むものに限る。）の 
元請としての施工経験を有すること。 
 
平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設等）における汚泥 
ポンプ設備工事（施工内容に汚泥引き抜き設備を含む、新設、増設又は更新工事に限る。 
）の元請としての施工実績を有し、かつ、同設備は開札日において１年以上の稼動実績を 
有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。工事経験欄に入札参加資格に定められた 
施工経験を記入すること。） （２）監理技術者講習修了証の写し （３）施工実績調書 
（工事内容欄に工事を施工した施設の名称、ポンプの種類及び当該設備の稼動日を記入し 
、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２４日（火）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月２６日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月２７日（金）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５３  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４４３ 

工事件名 
北部第二水再生センター分離液処理施設汚泥ポンプ設備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）特記仕様書において設計担当技術者の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（３）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（４）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（５）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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横浜市調達公告第 351 号 

総合評価一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「新横浜公園ニュースポーツエリア３電気設備工事」ほか４件の工事について、総合評価一

般競争入札を行う。 

平成21年11月４日 

 

契約事務受任者 

横浜市行政運営調整局長 鈴 木   隆 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市請負

工事等総合評価落札方式実施要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等

競争入札参加要領等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札参加者は、工事ごとの総合評価落札方式実施要領書（以下「実施要領書」という。）に定めると

ころにより、技術資料を契約第一課へ提出すること。 

なお、提出後の技術資料の修正及び追加等は、提出期間内であっても認めない。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める

期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった
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契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 技術資料の提出をしない者が行った入札、又は実施要領書の定めに従わない技術資料を提出した者

が行った入札 

(4) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(5) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(6) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共

同企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(10) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札Ｉ

Ｃカード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人による

ＩＣカードを用いて行った入札 

５ 技術資料の審査及び技術評価点の算出 

技術資料の審査及び技術評価点の算出については、工事ごとに定める実施要領書に基づき行う。 

６ 落札予定者の決定、入札参加資格の確認及び落札者の決定 

(1) ５により算出した入札者ごとの技術評価点及び入札価格を基に、実施要領書に定める方法により、

評価値を算出する。 

(2) 次に掲げる要件をすべて満たす入札者のうち、(1)により算出した評価値が最も高い者を落札予定者

とし、原則として開札日に、落札予定者、落札予定者の入札価格及び(1)により算出した落札予定者の

評価値を入札参加者に通知する。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

イ 入札者が提出した技術資料が、実施要領書で明示する技術資料の要求要件のうち、必須とされた

項目の最低要求要件をすべて満たしていること。 

ウ 評価値が、標準点を予定価格（単位：億円）の 105 分の 100 で除して得た数値を下回っていない

こと。 

(3) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、横浜市工事請負契約に係る低

入札価格取扱要綱（以下「低入札要綱」という。）第４条第１項第４号の「当該契約の内容に適合した

履行がされないおそれがあると認められる場合」として、平成 20 年６月 10 日付「「横浜市工事請負契

約に係る低入札価格取扱要綱」の取扱いについて」の１に定める失格基準（以下「失格基準」とい

う。）に該当する場合には、その者を落札者としない。この場合、(2)の要件をすべて満たす者のうち、

次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

(4) 失格基準に該当した者を除き、評価値の同じ落札予定者が２者以上あるときは、当該落札予定者に

くじを引かせて落札予定者１者を決めるものとする。この場合、当該落札予定者のうちくじを引かな

い者があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない本市職員にくじを引かせ落札予定者を

決定するものとする。 

(5) 落札決定を保留した後、落札予定者が入札参加資格を満たすものであるかを確認する。 

(6)（5）の入札参加資格の確認の結果により、落札予定者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 
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 ア 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者であると確認した場合には、その者を落札者とし、入札

参加者にその旨を通知する。 

 イ 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち次に評価値の高い

者を新たに落札予定者とし、（5）の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の

手続を繰り返す。 

(7) （5）の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札予定者は、工事ごとに定める提出書類等を、別

に指定した日時までに契約第一課へ提出し、また確認のための指示に従わなければならない。指定した

期限までに書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札予定者は入札参加資格を

満たす者でないとし、（6）イの手続により落札者を決定する。 

(8) （6）イの手続により、落札予定者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札予定者に通知する。 

(9) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、失格基準に該当しない場合は、

（5）の入札参加資格の確認とあわせて横浜市請負工事等総合評価落札方式実施要綱第 13 条に定めると

おり、低入札要綱に定める調査を行う。 

(10) (9)の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる

おそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって入札した他の者のうち次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

(11) (9)の調査にあたっては、当該落札予定者は、低入札要綱に定める書類を各３部、別に指定した日時

までに契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従わなければならない。上記の期限まで 

に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(10)に該当するものとし、当該落札予定者

を落札者としないものとする。 

(12) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、工事ごとに定める技術

者の要件と同一の要件（ただし、技術者の要件として施工経験を掲げている場合はこれを除く。）を満

たす技術者を、（7）により提出された入札参加資格確認資料に記載した技術者とは別に、施工現場に専

任で 1 名配置しなければならない（特定建設共同企業体の場合、各構成員が配置すること。）。この場合、

当該技術者について、配置技術者（変更）届出書（第６号様式）及び必要書類を別に指定した日時まで

に契約第一課へ提出すること。 

(13) （11）に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること。

対応した書類の提出がない場合には、(10) に該当するものとし、当該落札予定者を落札者としないも

のとする。 

(14) 落札者の決定にあたって、横浜市請負工事等総合評価落札方式実施要綱第５条第３項で定める学識

経験者の意見聴取を行った場合は、その結果を考慮し、落札予定者を落札者として決定する。 

(15) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札予定者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち次に評価

値の高い者を新たに落札予定者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。なお、前金払は部分払の回数に

含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出
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来高に応じて行う。 

９ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 

(1) ７(3)の規定にかかわらず、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条第 1 項に定める契約保証金

の額は、契約金額の100分の 30 以上とする。 

(2) ８(2)の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契

約を締結した会計年度において、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある

場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支払う

。 

(3) 契約金額にかかわらず施工体制台帳の提出を義務付けるものとする。 

(4) 契約金額にかかわらず、横浜市請負工事検査事務取扱要綱第８条第２項各号に定める工種を主たる

工種とする工事については、中間技術検査を行うものとする。 

(5) 工事完成後、低入札要綱に定める低入札価格事後コスト調査を行うものとする。 

１０ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市

条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する

。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置予定技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし

、技術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定め

る入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限り

でない。 

(6) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取消すことがある。 

(7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(8) 入札に参加した者は、入札締切後、正当な理由なく落札者となることを辞退することはできないも

のとする。 

(9) 開札後、次のアからウまでのいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等

措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札予定者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札予定者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

ウ 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札予定者となった者が、低入札要綱

第４条第１項第１号に該当した場合（ただし、資料に不備等があることのみにより同号に該当した

場合を除く。） 

(10) ６（5）の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１

項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された

場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 21・22 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載

された金額に１００分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績

額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に

満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約
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第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市請負工事等総合評価落札方式実施要綱、横浜市電

子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるもの

とする。 
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契約番号 ０９２１０１０４６２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
新横浜公園ニュースポーツエリア３電気設備工事 

施工場所 
港北区小机町３３００番ほか 

工事概要 

照明灯設置工３０基、電線管路工一式、監視設備工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月２６日まで 

予定価格 ８３，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：屋外電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２０日（金）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月２５日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１２月１０日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２６１６  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４６２ 

工事件名 
新横浜公園ニュースポーツエリア３電気設備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落札方 
  式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
   ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成２１年１１月９日 
   ・技術資料の受付期間：平成２１年１１月２０日から平成２１年１１月２５日まで 
   ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成２１年１２月１８日頃 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（１０）を参照）。 
（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文９による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９２１０１０４６９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北綱島ポンプ場除塵除砂設備等改良工事 

施工場所 
港北区日吉六丁目１４番１号 

工事概要 

除砂コンベヤ改良工１台、沈砂かき揚げ機改良工１台、除塵コンベヤ改良工１台、除塵除 
砂ホッパ重量計修理工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１５日まで 

予定価格 ３６，５８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事又はその他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で
配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修 
了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２０日（金）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月２５日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１２月１０日（木）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局北部第一水再生センター 電話 ０４５－５７２－２２８１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４６９ 

工事件名 
北綱島ポンプ場除塵除砂設備等改良工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落札方 
  式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
   ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成２１年１１月１１日 
   ・技術資料の受付期間：平成２１年１１月２０日から平成２１年１１月２５日まで 
   ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成２１年１２月１８日頃 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（１０）を参照）。 
（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文９による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９２１０１０４７５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢処理区地域防災拠点（八景地区）流末枝線管きょ耐震化工事 

施工場所 
金沢区泥亀一丁目２１番２号地先から泥亀二丁目９番１号地先まで 

工事概要 

小口径推進工（Φ６００ｍｍ、Ｌ＝１１７．６ｍ）、泥濃式推進工（Φ８００ｍｍ、Ｌ＝ 
１４２．２ｍ）、特殊人孔築造工１か所 

工期 契約締結の日から平成２２年１２月１７日まで 

予定価格 １３６，６５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 
 ※施工実績及び技術者の施工経験は、いずれも平成８年４月１日以降に完成したもの（ 
  当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以 
  上のもの）に限る。 
（１）管径８００ｍｍ以上の推進工事の元請としての施工実績を有すること。 
（２）管径８００ｍｍ以上の推進工事の元請としての施工経験を有する推進工事技士（社 
  団法人日本下水道管渠推進技術協会の資格を有する技術者）を施工現場に専任で配置 
  すること（監理技術者との兼任可）。 
   なお、当該推進工事技士は開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
  他の工事に従事していない者でなければならない。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。推進工事技士については、その他の資格 
番号欄に推進工事技士の番号、工事経験欄に推進工法の種類及び管径を記入すること。） 
 （２）推進工事技士については、推進工事技士登録証の写し及び所属の確認できる書類 
（監理技術者資格者証又は健康保険証の写し等） （３）監理技術者講習修了証の写し  
（４）施工実績調書（工事内容欄に推進工法の種類、管径及び延長を記入し、併せて、そ 
の実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２０日（金）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月２５日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１２月１０日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３９７３  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４７５ 

工事件名 
金沢処理区地域防災拠点（八景地区）流末枝線管きょ耐震化工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落札方 
  式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
   ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成２１年１１月１１日 
   ・技術資料の受付期間：平成２１年１１月２０日から平成２１年１１月２５日まで 
   ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成２１年１２月１８日頃 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（１０）を参照）。 
（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文９による。 
（５）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９２１０１０４７７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部処理区潮田地区下水道再整備工事（その３２） 

施工場所 
鶴見区仲通１丁目５５番地先から汐入町２丁目３５番１地先まで 

工事概要 

管きょ更生工（Φ２５０ｍｍ～Φ４５０ｍｍ、Ｌ＝４５０．１ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１９日まで 

予定価格 ４６，７１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 管更生又は土木 

格付等級 【管更生：－】又は【土木：Ｂ】 

登録細目 【管更生：下水管漏水防止工事】又は【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

特記仕様書に記載する技術審査証明を得た下水道管きょ更生工法に関する団体に属してい 
ること、又は当該工法について実施権の許諾を受けていること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修 
了証の写し （４）下水道管きょ更生工法に関する団体に属していること、又は当該工法 
について実施権の許諾を受けていることが確認できる書類（会員証明書又は実施権に関す 
る契約書の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２０日（金）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月２５日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１２月１０日（木）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３５３７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４７７ 

工事件名 
北部処理区潮田地区下水道再整備工事（その３２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落札方 
  式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
   ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成２１年１１月１１日 
   ・技術資料の受付期間：平成２１年１１月２０日から平成２１年１１月２５日まで 
   ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成２１年１２月１８日頃 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（１０）を参照）。 
（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文９による。 
（５）入札参加資格その他に記載する工法については、更生工法（自立管）特記仕様書の 
  １．２適用工法に定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９４７０１００５２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
県道阿久和鎌倉泉区和泉町地内舗装補修工事 

施工場所 
泉区和泉町４０８８番地先から中田北一丁目１番地先まで 

工事概要 

切削オーバーレイ工２，９８２ｍ２、アスファルト舗装工４７４ｍ２、区画線設置工Ｌ＝ 
１，８８０ｍ ほか 

工期 契約締結の日から１００日間 

予定価格 ２９，６７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、中 
区内、南区内、港南区内、旭区内、磯子区内、金沢区内、戸塚区内、栄区内、泉区内又は 
瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修 
了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２０日（金）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月２５日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１２月１０日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３４  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９４７０１００５２ 

工事件名 
県道阿久和鎌倉泉区和泉町地内舗装補修工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落札方 
  式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
   ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成２１年１１月６日 
   ・技術資料の受付期間：平成２１年１１月２０日から平成２１年１１月２５日まで 
   ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成２１年１２月１８日頃 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（１０）を参照）。 
（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文９による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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横浜市調達公告第 352 号 

一般競争入札（予定価格の事後公表試行対象工事）の施行 

次のとおり、「南部処理区高根地区下水道再整備工事（その２）」ほか２件の工事について、一般競争入

札を行う。 

平成21年11月４日 

 

契約事務受任者 

横浜市行政運営調整局長 鈴 木   隆 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する

者であること。 

(2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子

入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、８（10）に定める場合を除く

。  

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定め

る期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 



横浜市報調達公告版 

                                第 101 号 平成 21 年 11 月４日発行 

                                                    

                        34

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(6) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共

同企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(9) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする

。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記

期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を

満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 
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(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市

条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する

。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入

札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな

い。 

(6) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(8) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(9) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項

の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場

合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 21・22 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税

及び地方消費税相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が

当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない

者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者と

なるので留意すること。 

(10) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(11) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工
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事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０９２１０１０４５７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区高根地区下水道再整備工事（その２） 

施工場所 
南区高根町３丁目１７番地先から４丁目３５番地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ～Φ５００ｍｍ、Ｌ＝３３７．３ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２２年 ７月３０日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、西区内、中区内、南区内又は港北区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は予定価格の事後公表試行対象工事である。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３５７１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４５９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部処理区潮田地区下水道再整備工事（その２７） 

施工場所 
鶴見区向井町３丁目８０番地先から４丁目８４番地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ～Φ５００ｍｍ、Ｌ＝２５７．３ｍ）、人孔設置工７か所 

工期 契約締結の日から平成２２年 ５月２８日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、西区内、中区内、南区内又は港北区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は予定価格の事後公表試行対象工事である。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３５３７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４６０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区南太田地区下水道再整備工事（その３） 

施工場所 
南区南太田三丁目２９３番地先から井土ケ谷下町２８番地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ～Φ４５０ｍｍ、Ｌ＝２３０．８ｍ）、管きょ更生工（Φ２ 
５０ｍｍ～Φ５００ｍｍ、Ｌ＝４３７．３ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２２年 ７月３０日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地 
  が、鶴見区内、神奈川区内、西区内、中区内、南区内又は港北区内のいずれかにある 
  こと。 
（２）平成２１年度災害協力業者名簿に登載されている者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は予定価格の事後公表試行対象工事である。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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横浜市調達公告第 353 号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「平成 21 年度梅田川朝香橋架替工事」ほか 29 件の工事について一般競争入札を行う。 

平成21年11月４日 

 

契約事務受任者 

横浜市行政運営調整局長 鈴 木   隆 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する

者であること。 

(2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子

入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、８（10）に定める場合を除く

。  

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定め

る期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続きについては、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を
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不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(6) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共

同企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(9) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする

。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続きを繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記

期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を

満たす者でないとし、(4) イの手続きにより落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続きにより、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して

、当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29
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条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市

条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する

。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入

札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな

い。 

(6) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(8) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(9) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項

の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場

合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 21・22 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載

された金額に１００分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績

額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に

満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

(10) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(11) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工

事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 



横浜市報調達公告版 

                                第 101 号 平成 21 年 11 月４日発行 

                                                    

                        43

契約番号 ０９１２０１０１２２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成２１年度梅田川朝香橋架替工事 

施工場所 
緑区新治町６０２番地から三保町１５４７番地の２まで 

工事概要 

橋梁下部工一式（逆Ｔ式橋台２基）、橋梁上部工一式（プレテンション方式ＰＣ桁架設工 
１橋）、仮鋼台工一式 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１９日まで 

予定価格 ４４，８８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、橋梁下部工事（場所打ちに限る。）の元請としての施 
工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比 
率が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修 
了証の写し （４）施工実績調書（工事内容欄に橋梁下部工事の概要を記入し、併せて、 
その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局河川事業課 電話 ０４５－６７１－２８６９  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９１２０１０１２３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成２１年度いたち川神戸橋架替工事 

施工場所 
栄区上郷町１１５９番から１１６５番まで 

工事概要 

土工一式、門型カルバート工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１５日まで 

予定価格 ５７，３２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、港 
南区内、磯子区内、金沢区内、戸塚区内、栄区内又は泉区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局河川事業課 電話 ０４５－６７１－３９８２  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９１２０１０１２３ 

工事件名 
平成２１年度いたち川神戸橋架替工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第２５条第１項第７号の規定に基づき、 
  開札日において、次の工事を受注・施工している者は、本件工事の契約を締結できな 
  い（ただし、竣工検査及び引渡しが完了している場合はこの限りではない。）。 
  ア 平成２０年度いたち川神戸橋架替工事 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９１２０１０１２６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道環状２号線森高架橋舗装補修工事 

施工場所 
磯子区森一丁目１番１号地先から森二丁目１７番４６号地先まで 

工事概要 

遮水型排水性舗装工２，６８７ｍ２、区画線設置工Ｌ＝１，６０４ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 ４１，５１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した遮水型排水性舗装工事の元請としての施工実績を有する 
こと（当該施工実績が共同企業体の構成員としての場合は、代表構成員のものに限る。） 
。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修 
了証の写し （４）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を 
証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  

 



横浜市報調達公告版 

                                第 101 号 平成 21 年 11 月４日発行 

                                                    

                        47

契約番号 ０９１２０１０１２７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成２１年度舞岡川改修工事（その４） 

施工場所 
戸塚区舞岡町５０１番地先から３７１３番地先まで 

工事概要 

ＰＨＣ杭打工（Ｌ＝８ｍ～１０ｍ、３４本）、重力式擁壁工５６ｍ３ ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１９日まで 

予定価格 ３２，７９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、既製杭（木杭を除く。）の打込み工を含む工事の元請 
としての施工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合 
は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修 
了証の写し （４）施工実績調書（工事内容欄に、既製杭の種類及び杭長を記入し、併せ 
て、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局河川事業課 電話 ０４５－６７１－２８６２  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４５０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区高根地区下水道再整備工事（その３） 

施工場所 
南区高根町４丁目２７番地先から浦舟町４丁目５０番地先まで 

工事概要 

管きょ更生工（Φ２５０ｍｍ～Φ５５０ｍｍ、Ｌ＝１４６．４ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２２年 ２月１９日まで 

予定価格 １８，３８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管更生又は土木 

格付等級 【管更生：－】又は【土木：Ｃ】 

登録細目 【管更生：下水管漏水防止工事】又は【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

特記仕様書に記載する技術審査証明を得た下水道管きょ更生工法に関する団体に属してい 
ること、又は当該工法について実施権の許諾を受けていること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） （４ 
）下水道管きょ更生工法に関する団体に属していること、又は当該工法について実施権の 
許諾を受けていることが確認できる書類（会員証明書又は実施権に関する契約書の写し等 
） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）入札参加資格その他に記載する工法については、更生工法（自立管）特記仕様書の 
  １．２適用工法に定める。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３５７１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４５５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
佐江戸公園防球ネット等整備工事 

施工場所 
都筑区佐江戸町２７６番地 

工事概要 

防球ネット設置工Ｌ＝２４４．５ｍ、防球フェンス設置工Ｌ＝２３９ｍ、バックネット設 
置工一式 

工期 契約締結の日から平成２２年 ２月２６日まで 

予定価格 ４８，６９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 フェンス 

格付等級 - 

登録細目 【フェンス：フェンス工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

とび・土工工事業、土木工事業、建築工事業又は鋼構造物工事業に係る監理技術者を施工現場
に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－３９４５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４６５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中部水再生センター水処理施設覆蓋等整備工事（その２） 

施工場所 
中区本牧十二天１番１号ほか１か所  

工事概要 

覆蓋工一式、防食工一式 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１２日まで 

予定価格 ６０，３４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局水再生施設整備課 電話 ０４５－６７１－２８４７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４６６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄第二水再生センター第３系列反応タンク設備工事 

施工場所 
栄区長沼町８２番地 

工事概要 

機械式撹拌装置製作・据付１２台、旋回流固定式散気装置製作・据付３池分、風量調節弁 
製作・据付９台、手動蝶形弁製作・据付１台、電動蝶形弁製作・据付１台 ほか 

工期 契約締結の日から平成２３年 ３月１５日まで 

予定価格 ２６６，１３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

上記の技術者は、平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（廃水処理 
施設等）に係る、処理方式を高度処理又は標準活性汚泥法とする反応タンクにおける散気 
設備工事の元請としての施工経験を有すること。 
 
平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（廃水処理施設等）に係る、 
処理方式を高度処理又は標準活性汚泥法とする反応タンクにおける散気設備工事（新設、 
増設又は更新工事に限る。）の元請としての施工実績を有し、かつ、同設備は開札日にお 
いて１年以上の稼動実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。工事経験欄に入札参加資格に定められた 
施工経験を記入すること。） （２）監理技術者講習修了証の写し （３）施工実績調書 
（工事内容欄に工事を施工した施設の名称、工事概要及び当該設備の稼動日を記入し、併 
せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５２  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４６６ 

工事件名 
栄第二水再生センター第３系列反応タンク設備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）特記仕様書において設計担当技術者の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（３）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（４）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（５）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９２１０１０４６７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑水再生センター水処理施設（第１系列）覆蓋整備工事 

施工場所 
都筑区佐江戸町２５番地 

工事概要 

覆蓋工一式、付帯工一式 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１７日まで 

予定価格 １０１，４００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局水再生施設整備課 電話 ０４５－６７１－２８４８  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４７４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区中村地区下水道再整備工事（その７） 

施工場所 
南区中村町１丁目１番地先から２６番地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ～Φ４５０ｍｍ、Ｌ＝６３４．３ｍ）、強プラ管布設工（Φ 
７００ｍｍ～Φ８００ｍｍ、Ｌ＝６０．０ｍ）、ヒューム管布設工（Φ９００ｍｍ～Φ１ 
，０００ｍｍ、Ｌ＝７３．０ｍ）、管きょ更生工（Φ２５０ｍｍ～Φ３００ｍｍ、Ｌ＝３ 
２４．６ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２２年 ９月３０日まで 

予定価格 １４２，９７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３９８０  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４７８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区吉野地区下水道再整備工事（その１０） 

施工場所 
南区高砂町１丁目１０１番地先から新川町１丁目１６０番地先までほか１か所 

工事概要 

管きょ更生工（Φ２５０ｍｍ～Φ６００ｍｍ、Ｌ＝４１５ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１２日まで 

予定価格 ３５，２４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管更生又は土木 

格付等級 【管更生：－】又は【土木：Ｂ】 

登録細目 【管更生：下水管漏水防止工事】又は【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

特記仕様書に記載する技術審査証明を得た下水道管きょ更生工法に関する団体に属してい 
ること、又は当該工法について実施権の許諾を受けていること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修 
了証の写し （４）下水道管きょ更生工法に関する団体に属していること、又は当該工法 
について実施権の許諾を受けていることが確認できる書類（会員証明書又は実施権に関す 
る契約書の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）入札参加資格その他に記載する工法については、更生工法（自立管）特記仕様書の 
  １．２適用工法に定める。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４８７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
新横浜公園ニュースポーツエリア３施設整備工事 

施工場所 
港北区小机町３３００番ほか 

工事概要 

整備面積：０．６ｈａ、基盤整備工、植栽工、設備工、園路広場整備工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月２６日まで 

予定価格 １２８，４７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）又は（２）のいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査結果における工種「造園」に係る発 
  注者別評価点（主観点）が５０点以上の者であること。 
（２）平成１９年１０月１日から平成２１年９月３０日までの間に完成した工種「造園」 
  に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、横浜市水道局請負工事検査事 
  務取扱要綱第８条、交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び横浜市病院経営局請 
  負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（当該期 
  間内に２件以上の完成した工事がある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす 
  る。また、同一月に２件以上の完成した工事がある場合は、最高点のものを対象とす 
  る。）が８５点以上の者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）入札参加資格その他（２）の場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－４１２５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２１０１０４８７ 

工事件名 
新横浜公園ニュースポーツエリア３施設整備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は発注者別評価点（主観点）を用いたインセンティブ発注の試行対象工事 
  である。なお、発注者別評価点（主観点）については、平成２１・２２年度の横浜市 
  入札参加資格審査結果通知書（工事）又は横浜市ホームページにより確認すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９２１０１０４８８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
二ッ谷公園ほか一部整備工事 

施工場所 
神奈川区二ツ谷町１４番地ほか 

工事概要 

基盤整備工、植栽工、設備工、園路広場整備工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 ７４，６１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－２６５２  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  

 



横浜市報調達公告版 

                                第 101 号 平成 21 年 11 月４日発行 

                                                    

                        59

契約番号 ０９２１０１０４９１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区伊勢佐木地区下水道再整備工事（その１６） 

施工場所 
中区伊勢佐木町１丁目２番地先から福富町西通３番地先までほか１か所 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ～Φ３５０ｍｍ、Ｌ＝５３６．３ｍ）、ヒューム管布設工（ 
Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝２０．７ｍ）、管きょ更生工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝３３．８ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２２年 ７月３０日まで 

予定価格 ８０，７１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ６回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３５７０  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９２４０１００４３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚駅前地区中央土地区画整理事業戸塚駅前線等整備工事 

施工場所 
戸塚区吉田町１９番地ほか 

工事概要 

アスファルト舗装工２，８２６．７ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１８日まで 

予定価格 ８６，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、中 
区内、南区内、港南区内、旭区内、磯子区内、金沢区内、戸塚区内、栄区内、泉区内又は 
瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 都市整備局戸塚中央区画整理事務所 電話 ０４５－８６６－２４７０  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９３２０１００６８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道篠原第４０１号線舗装補修工事 

施工場所 
神奈川区六角橋一丁目９番地先から１７番地先まで 

工事概要 

遮熱性舗装工２，０６１ｍ２、アスファルト舗装工２８７ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ２月１５日まで 

予定価格 １６，２７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した遮熱性舗装工事の元請としての施工実績を有すること（ 
共同企業体の構成員としての施工実績は、出資比率が総出資額の１０分の４以上のものに 
限る。）。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） （４ 
）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及 
び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 神奈川区神奈川土木事務所 電話 ０４５－４９１－３３６３  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９３２０１００６８ 

工事件名 
市道篠原第４０１号線舗装補修工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第２３条第２号の規定により上位等級を 
  指定 
（２）特記仕様書において遮熱材料について定めがあるので留意すること。 
（３）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（４）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９３６０１００４７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
日野南コミュニティハウス新築工事（建築工事） 

施工場所 
港南区日野南六丁目５６５０番１ほか 

工事概要 

コミュニティハウス新築工（Ｓ造（一部ＲＣ造）、地上２階建、延床面積４１４．０６ｍ 
２） 

工期 契約締結の日から平成２２年 ９月３０日まで 

予定価格 １３１，６００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９４００１００６４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
主要地方道原宿六浦金沢区朝比奈町地内橋梁工事（下部） 

施工場所 
金沢区朝比奈町４６２番地先から４８８番地先まで 

工事概要 

橋梁下部工（橋台工２基）、仮設工一式、護岸工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１８日まで 

予定価格 １７，８４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ又はＣ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、橋梁下部工事（場所打ちに限る。）の元請としての施 
工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比 
率が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 
（４）施工実績調書（工事内容欄に橋梁下部工事の概要を記入し、併せて、その実績を証 
明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 金沢区金沢土木事務所 電話 ０４５－７８１－２５１１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０１９５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期都筑区、港北区北部９校） 

施工場所 
港北区綱島東三丁目１番３０号ほか８か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工９校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 １３２，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）又は（２）のいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成１９年度優良工事請負業者表彰名簿又は平成２０年度優良工事請負業者表彰名 
  簿のいずれかにおいて設備部門に登載されている者であること。 
（２）平成１９年１０月１日から平成２１年９月３０日までの間に完成した工種「電気」 
  に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、横浜市水道局請負工事検査事 
  務取扱要綱第８条、交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び横浜市病院経営局請 
  負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（当該期 
  間内に２件以上の完成した工事がある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす 
  る。また、同一月に２件以上の完成した工事がある場合は、最高点のものを対象とす 
  る。）が８０点以上の者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、平成１９年度優良工事請負業者表彰名簿 
又は平成２０年度優良工事請負業者表彰名簿の設備部門に登載されている者は提出不要。 
） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ２時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０１９６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期戸塚区８校） 

施工場所 
戸塚区秋葉町２０３番地２ほか７か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工８校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 １１８，９００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成２１年度災害協力業者名簿に登載されている者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ２時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０１９７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期鶴見区、港北区南部８校） 

施工場所 
港北区鳥山町８１４番地ほか７か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工８校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 １０９，４００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）又は（２）のいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成１９年度優良工事請負業者表彰名簿又は平成２０年度優良工事請負業者表彰名 
  簿のいずれかにおいて設備部門に登載されている者であること。 
（２）平成１９年１０月１日から平成２１年９月３０日までの間に完成した工種「電気」 
  に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、横浜市水道局請負工事検査事 
  務取扱要綱第８条、交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び横浜市病院経営局請 
  負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（当該期 
  間内に２件以上の完成した工事がある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす 
  る。また、同一月に２件以上の完成した工事がある場合は、最高点のものを対象とす 
  る。）が８０点以上の者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、平成１９年度優良工事請負業者表彰名簿 
又は平成２０年度優良工事請負業者表彰名簿の設備部門に登載されている者は提出不要。 
） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ２時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７６  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０１９８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期神奈川区、西区８校） 

施工場所 
神奈川区斎藤分町３４番１号ほか７か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工８校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 １１２，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）又は（２）のいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査結果における工種「電気」に係る発 
  注者別評価点（主観点）が５０点以上の者であること。 
（２）平成１９年１０月１日から平成２１年９月３０日までの間に完成した工種「電気」 
  に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、横浜市水道局請負工事検査事 
  務取扱要綱第８条、交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び横浜市病院経営局請 
  負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（当該期 
  間内に２件以上の完成した工事がある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす 
  る。また、同一月に２件以上の完成した工事がある場合は、最高点のものを対象とす 
  る。）が８５点以上の者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）入札参加資格その他（２）の場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ２時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７６  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０１９８ 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期神奈川区、西区８校） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は発注者別評価点（主観点）を用いたインセンティブ発注の試行対象工事 
  である。なお、発注者別評価点（主観点）については、平成２１・２２年度の横浜市 
  入札参加資格審査結果通知書（工事）又は横浜市ホームページにより確認すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９７１０１０１９９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期泉区、瀬谷区７校） 

施工場所 
泉区和泉町６２１１番地ほか６か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工７校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 １００，２００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ２時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０２００ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期金沢区、栄区７校） 

施工場所 
金沢区町屋町２６番２６号ほか６か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工７校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 ９７，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ２時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７６  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０２０１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期南区、磯子区７校） 

施工場所 
磯子区久木町１１番１号ほか６か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工７校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 ９６，９１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ２時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  

 



横浜市報調達公告版 

                                第 101 号 平成 21 年 11 月４日発行 

                                                    

                        73

契約番号 ０９７１０１０２０２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期旭区７校） 

施工場所 
旭区中尾一丁目８番１号ほか６か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工７校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 ９４，１７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ２時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０２０３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期港南区７校） 

施工場所 
港南区上永谷一丁目７番５号ほか６か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工７校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 ９０，５９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ２時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０２０４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期青葉区６校） 

施工場所 
青葉区もえぎ野１６番地ほか５か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工６校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 ８３，０２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ３時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０２０５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期保土ケ谷区５校） 

施工場所 
保土ケ谷区仏向町１１６７番地２ほか４か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工５校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 ７０，１４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ３時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９７１０１０２０６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小中学校太陽光発電設備設置工事（第１期緑区５校） 

施工場所 
緑区鴨居四丁目７番１５号ほか４か所 

工事概要 

太陽光発電設備（太陽光モジュール設置工、パワーコンディショナー（１０ｋＷ）設置工 
、データ収集装置設置工、表示装置設置工 ほか）設置工５校 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 ６９，８４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 ３時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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横浜市調達公告第 354 号 

   特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成 21 年 11 月４日 

                            契約事務受任者 

                             横浜市行政運営調整局長 鈴 木   隆      

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   白灯油 約 90,000 リットルの購入  

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

    平成 22 年１月１日から平成 22 年３月 31 日まで 

 (4) 納入場所 

   横浜市環境創造局磯子ポンプ場ほか１か所（詳細は、入札説明書による。）  

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

(6) 一連の調達契約に関する事項 

     最初の契約に係る入札公告日 

平成 21 年２月３日 

(7) 入札方法 

   この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。                                        

 (8) その他 

本案件は電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）（以

下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出するこ

とにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

    入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの確

認を受けなければならない。 

  (1) 横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

  (2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「燃料」に登録が

認められている者であること。  

  (3) 平成 21 年 11 月 13 日から開札日までの間のいずれかの日において、横浜市一般競争参加停止及び指

名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

 (4) 次のいずれかに該当する者であること。 

  ア 当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者 

  イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

    当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続きを行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

  (1) 提出書類及び提出部課 

      入札説明書による。 

 (2) 提出期限 

      平成 21 年 11 月 13 日午後５時まで 

  (3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

      〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

      横浜市行政運営調整局契約財産部契約第二課（関内中央ビル２階） 

      福田 電話 045 (671) 2248（直通）  



横浜市報調達公告版 

                                第 101 号 平成 21 年 11 月４日発行 

                                                    

                        79

４ 入札参加資格の喪失 

    入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 

  (1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

  (2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

  当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書等の交付 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で、貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

平成 21 年 11 月４日から平成 21 年 11 月 27 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

  〒230-0045 磯子区新磯子町 39 番地  

    横浜市環境創造局南部水再生センター 

      電話 045 (761) 5251(直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札期間等 

 ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  (ｱ)  入札期間 

     平成 21 年 12 月 11 日から平成 21 年 12 月 15 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前

９時から午後８時まで。ただし、最終日は午後５時まで） 

イ 紙による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成 21 年 12 月 16 日午後２時 15 分 

  （ｲ） 入札場所  

横浜市行政運営調整局契約財産部入札室（関内中央ビル２階） 

       ただし、郵送による入札については、平成 21 年 12 月 15 日午後５時までに第３項第３号に掲げ

る部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

平成 21 年 12 月 16 日午後２時 15 分 

８ 入札の無効 

    次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第 19 条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

  (3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指

定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札 IＣカード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け

ている場合には代表者）以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出してない者が

行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

   横浜市契約規則第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行ったものを落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

   いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 
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 (1) 前金払 

   行わない。 

 (2) 契約金の支払方法 

   １か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

  (3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx. 90,000 l of kerosene oil used for a 

Cremation business 

(2) Deadline for the tender: 2:15 ｐ.m., 16 December,2009 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Administrative Management and 

Coordination Bureau, City of Yokohama, 1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 

045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第 355 号 

   特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成 21 年 11 月４日 

                            契約事務受任者 

                             横浜市行政運営調整局長 鈴 木   隆 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   白灯油 約 96,000 リットルの購入  

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

    平成 22 年１月１日から平成 22 年３月 31 日まで 

 (4) 納入場所 

戸塚区鳥が丘 10 番地 5 

    横浜市戸塚斎場 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

(6) 一連の調達契約に関する事項 

     最初の契約に係る入札公告日 

   平成 21 年２月３日 

(7) 入札方法 

   この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。                                        

 (8) その他 

本案件は電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）（以

下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出するこ

とにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

    入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの確

認を受けなければならない。 

  (1) 横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

  (2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「燃料」に登録が

認められている者であること。  

  (3) 平成 21 年 11 月 13 日から開札日までの間のいずれかの日において、横浜市一般競争参加停止及び指

名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

 (4) 次のいずれかに該当する者であること。 

  ア 当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者 

  イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

    当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続きを行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

  (1) 提出書類及び提出部課 

      入札説明書による。 

 (2) 提出期限 

      平成 21 年 11 月 13 日午後５時まで 

  (3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

      〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

      横浜市行政運営調整局契約財産部契約第二課（関内中央ビル２階） 
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      福田 電話 045 (671) 2248（直通）  

４ 入札参加資格の喪失 

    入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 

  (1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

  (2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

  当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書等の交付 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で、貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

平成 21 年 11 月４日から平成 21 年 11 月 27 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒244-0001 戸塚区鳥が丘10番地5 

横浜市戸塚斎場 

電話 045(864)7001（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札期間等 

 ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  (ｱ)  入札期間 

     平成 21 年 12 月 11 日から平成 21 年 12 月 15 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前

９時から午後８時まで。ただし、最終日は午後５時まで） 

イ 紙による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成 21 年 12 月 16 日午後２時 

  （ｲ） 入札場所  

横浜市行政運営調整局契約財産部入札室（関内中央ビル２階） 

       ただし、郵送による入札については、平成 21 年 12 月 15 日午後５時までに第３項第３号に掲げ

る部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

平成 21 年 12 月 16 日午後２時 

８ 入札の無効 

    次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第 19 条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

  (3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指

定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札 IＣカード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け

ている場合には代表者）以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出してない者が

行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

   横浜市契約規則第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行ったものを落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

   いずれも免除する。 
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11 契約金の支払方法 

 (1) 前金払 

   行わない。 

 (2) 契約金の支払方法 

   １か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx. 96,000 l of kerosene oil used for a 

Cremation business 

(2) Deadline for the tender: 2:00 ｐ.m., 16 December,2009 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Administrative Management and 

Coordination Bureau, City of Yokohama, 1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 

045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第356号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「高田ポンプ場天井走行クレーン保守点検業務委託」ほか19件の契約について、一般競争入

札を行う。 

平成 21 年 11 月４日 

 

契約事務受任者              

横浜市行政運営調整局長 鈴 木   隆  

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有

する者であること。 

(2) 平成21・22年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）に登載されている者である

こと。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、横浜市

電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるとこ

ろによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、９(6)に定める場合を除く。  

(2) 同等品による入札については、別途指定がある場合を除き３(2)アの期限までにメーカー・型番等が

記載されているカタログ等の資料を電子メール（送信先アドレスは「gy-situmonsho@city.yokohama.j

p」）により契約第二課へ提出すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

 (1) 設計図書の交付 

  設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まないものとし

て計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール（送

信先アドレスは「gy-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まないものとして計算することと

する。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（日曜日、土曜日及び休日を除く。）において、電子入札システム

により入札書を提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった
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契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、営業種目「不用品買受」に係る契約については

「予定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名及び当該価格を通知し、落札の決

定は保留する。 

(2) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者を新たに落札候補者とし、(3)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の

手続を繰り返す。 

(5) (1)において落札候補者となる者がないとき又は(4)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した

者が他にないときは再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(4)までの手続は同様とす

る。なお、すでに無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札

をした者の入札は認めない。 

(6) (3)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(4)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まないものとして計算することとする。）の午後

５時までに電子メール（送信先アドレスは「gy-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課

へ提出し、また、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されな

い場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(4)イの

手続により落札者を決定する。 

(7) (4)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(8) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要
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綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格

をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合

の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額（長

期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第14条

第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(6)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第23条第１

項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定された場合

は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 共同企業体による入札を行う場合は、提出書類のうち共同企業体協定書兼委任状を入札締切日時まで

に、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約第二課あての書留郵便により郵送又

は横浜市行政運営調整局契約第二課まで持参しなければならない。 

(7) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、又

は解除することができるものとする。 

 (8) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争

入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者

要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０９２１０３０３３５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
高田ポンプ場天井走行クレーン保守点検業務委託 

納入／履行場所 
港北区高田西一丁目８番７号 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２１年１２月１８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 機械設備保守 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第３位までに登録があること。②当該業務又はこれと同種の業務実績 

を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１８日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１８日（水）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局北部第一水再生センター 電話 ０４５－５７２－２２８１ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２１０３０３３７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
南部水再生センター汚泥調整槽等脱臭用活性炭再生業務委託 

納入／履行場所 
環境創造局南部水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 ３月１２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 活性炭・作動油等再生 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

②当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１８日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１８日（水）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局南部水再生センター 電話 ７６１－５２５１ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２１０３０３３８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
北部第一水再生センター脱臭用活性炭再生業務委託 

納入／履行場所 
環境創造局北部第一水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 １月２９日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 活性炭・作動油等再生 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

②当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１８日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１８日（水）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局北部第一水再生センター 電話 ０４５－５７２－２２８１ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２１０３０３３９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
磯子ポンプ場等脱臭用活性炭再生業務委託 

納入／履行場所 
環境創造局磯子ポンプ場ほか１か所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 ３月１５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 活性炭・作動油等再生 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

②当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１８日（水）午後 １時２０分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１８日（水）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局南部水再生センター 電話 ０４５－７６１－５２５１ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２２０２０６０９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
土のう袋（日本化学工業） １８個ほか 同等品可 

納入／履行場所 
市内の個人宅、自治会町内会館等 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 １月２２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 機械器具・工具類 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

１．上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局家庭系対策課 電話 ０４５－６７１－３８１６ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２２０２０６１０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
スタッフジャンパー（トムス又はサンエイ）蛍光イエロー ６５５枚ほか 同等品可 

納入／履行場所 
市内の個人宅、自治会町内会館等 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 １月２２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 衣服、帽子 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

１．上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２０日（金）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月２４日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月２４日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

１１月１３日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能）を契約第二課へ持参 

又はファクスにより提出すること。 

発注担当課 資源循環局家庭系対策課 電話 ０４５－６７１－３８１６ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２２０３０２２１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
家庭系生ごみガス化実証実験における収集・運搬・前処理委託 

納入／履行場所 
磯子区丸山一丁目及び資源循環局磯子検認所、金沢工場ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

営業種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第１位までに登録があること。 

②当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

③一般廃棄物収集運搬業の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②一般廃棄物収集運搬業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１８日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１８日（水）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局資源政策課 電話 ０４５－６７１－２５０２ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２２０４００６９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
小型貨物自動車 ４台の借入 

納入／履行場所 
資源循環局車両課 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２２年 ３月 ４日から平成２８年 ３月 ３日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 自動車賃貸 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内又は準市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①市内業者については、上記の営業種目に第３位までに登録があること。準市内業者につ 

いては、上記の営業種目に第１位に登録があること。②当該物品に係るメーカー・販売代 

理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

引受証明書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２４日（火）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月２５日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月２５日（水）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①この契約は、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約とする。 

②平成２１年度分の賃借料（税抜き）で見積もること。なお、１か月未満の月は１か月と 

して見積もること。 

③設計図書に関する質問に対する回答は、平成２１年１１月１２日の午後１時までに発注 

情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

発注担当課 資源循環局車両課 電話 ０４５－４４１－８２０１ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２５０２０１６１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
市民税・県民税申告書発送用封筒（窓あき） ４４８，０５０枚 

納入／履行場所 
鶴見区税務課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 １月 ８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 封筒印刷 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第２位までに登録があること。②当該業務に必要な資機材を保有して 

いること。③当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者。 

提出書類 

①設備等一覧表 ②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し ③納入（ 

製造）実績調書 ※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～ 

③を省略することができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで行政運営調整局契約第二課窓口で閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 行政運営調整局税務支援課 電話 ０４５－６７１－３６６９ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２５０２０１６２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
固定資産税納税通知書発送用窓付き封筒土地家屋分（料金後納・水のり） １，２３１，３０

０枚ほか 

納入／履行場所 
行政運営調整局税務支援課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 ２月１０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 封筒印刷 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第２位までに登録があること。②当該業務に必要な資機材を保有して 

いること。③当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者。 

提出書類 

①設備等一覧表 ②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し ③納入（ 

製造）実績調書 ※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～ 

③を省略することができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで行政運営調整局契約第二課窓口で閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 行政運営調整局税務支援課 電話 ０４５－６７１－２２５８ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２５０２０１６５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
横浜市市税（固定）口座振替依頼書（納通差込用） ２６２，０００枚 

納入／履行場所 
委託業者（千葉市美浜区中瀬ほか１か所）ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 ２月 ８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 カラー印刷 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内、準市内又は市外 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第３位までに登録があること。②当該業務に必要な資機材を保有して 

いること。③当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者。 

提出書類 

①設備等一覧表 ②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し ③納入（ 

製造）実績調書 ※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～ 

③を省略することができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで行政運営調整局契約第二課窓口で閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 行政運営調整局税務支援課 電話 ０４５－６７１－２２５５ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２５０２０１６８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
移動棚（４５０Ｄ）２重連シェルビングタイプ（オカムラ） ２台ほか 同等品可 

納入／履行場所 
行政運営調整局法人税務課（横浜市特別徴収センター内） 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２１年１２月 ６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 什器 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

１．上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 行政運営調整局法人税務課 電話 ０４５－２１０－０５５０ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
 



横浜市報調達公告版 

                                第 101 号 平成 21 年 11 月４日発行 

                                                    

                        99

契約番号 ０９２５０２０１６９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
ノートパソコン（Ｏｆｆｉｃｅ有り、ＩＣカードリーダライタ有り） ３０台ほか（合併案件

その１からその３８まで） 

納入／履行場所 
行政運営調整局ＩＴ活用推進課ほか３６か所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２１年１２月２５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 コンピュータ類 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

１．上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 行政運営調整局ＩＴ活用推進課 電話 ０４５－６７１－２０１３ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２６０４０００４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
モノクロ複合機 １台ほかの借入 

納入／履行場所 
中区桜木町１丁目１番地５６（みなとみらい２１クリーンセンタービル７階） 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２２年 １月 １日から平成２４年１２月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 一般賃貸 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内又は準市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①市内業者については上記の営業種目に第３位までに登録があること。準市内業者につい 

ては上記の営業種目に第１位に登録があること。 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

引受証明書 

※提出期限：平成２１年１２月２日午後５時まで 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月２０日（金）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月２０日（金）午後 ２時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ３回以内 契約保証 免除 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

発注担当課 市民活力推進局協働推進課 電話 ０４５－６７１－３６２４ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２６０４０００４ 

件名 モノクロ複合機 １台ほかの借入 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

設計図書に関する質問及び回答 

１．質問書の締切日時及び提出方法 

平成２１年１１月１３日午後４時までに契約第二課へ電子メール（送信先アドレスは公告 

に記載のとおり。）により提出すること（書式はダウンロード可能。）。 

２．質問に対する回答 

平成２１年１１月１７日午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

３．同等品資料の締切日時及び提出方法 

メーカー・型番等が記載されているカタログ等の資料を平成２１年１１月１３日午後４時 

までに契約第二課へ電子メール（送信先アドレスは公告に記載のとおり。）により提出す 

ること。 

 

その他 

１．平成２１年度分のリース料総額（税抜き）で見積もること。 

２．この契約は、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約とする。 

 

 

 

 

本件の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９２８０２０３０９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
国民健康保険ガイドブック平成２１年度第４版 ２７，１００冊 

納入／履行場所 
健康福祉局保険年金課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２１年１２月２２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 カラー印刷 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第１位に登録があること。②当該業務に必要な資機材を保有している 

こと。③当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者。 

提出書類 

①設備等一覧表 ②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し ③納入（ 

製造）実績調書 ※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～ 

③を省略することができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで行政運営調整局契約第二課窓口で閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局保険年金課 電話 ０４５－６７１－２４２１ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９２８０３００９６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
戸塚斎場小動物棟脱臭設備活性炭交換委託 

納入／履行場所 
健康福祉局戸塚斎場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 活性炭・作動油等再生 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

②当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１８日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１８日（水）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局環境施設課 電話 ０４５－６７１－２４５０ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９３７０３００３５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
保土ケ谷土木事務所新庁舎移転業務委託 

納入／履行場所 
保土ケ谷区神戸町６１番地及び１４０番地 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２２年 １月 ８日から平成２２年 １月 ９日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 貨物運送 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

②当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１８日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１８日（水）午後 １時２５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 保土ケ谷区保土ケ谷土木事務所 電話 ０４５－３３１－４４４５ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９４８０５０００３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鉄くず（横断防止柵・人孔ダクタイル等） ３７トンの売払 

納入／履行場所 
瀬谷区三ツ境１５３－７ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から２１日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目の第３位までに登録があること。②当該物品の買受実績又はこれと同種 

の買受実績を有する者。 

提出書類 

不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をすること 

。 ※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の 

買受代金の納付については、契約約款及び仕様書に記載されたとおりとする。 

発注担当課 瀬谷区瀬谷土木事務所 電話 ０４５－３６４－１１０５ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９７１０２０３４６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
食器消毒保管庫（Ｗ－５０、両面扉、リフトなし） ３台 

納入／履行場所 
戸部小学校ほか２校 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 １月 ６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

１．上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者。 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 電話 ０４５－６７１－４１４７ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９７１０２０３４７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
食器消毒保管庫（Ｗ－６０、両面扉、リフトなし） １台ほか 

納入／履行場所 
菊名小学校ほか１校 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 １月 ６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

１．上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者。 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 電話 ０４５－６７１－４１４７ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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水道局調達公告第 156 号 

一般競争入札（予定価格の事後公表試行対象工事）の施行 

次のとおり、「桂線口径 400ｍｍ配水管布設替工事」について、一般競争入札を行う。 

平成21年11月４日 

 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成 20 年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する

者であること。 

(2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市

電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる

。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、８(9)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続きについては、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

水 道 局 
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契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(6) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共

同企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(9) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする

。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続きを繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に行政運営調整局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければ

ならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は

入札参加資格を満たす者でないとし、(4) イの手続きにより落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続きにより、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して

、当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 
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(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入

札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな

い。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項

の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場

合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 21・22 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税

及び地方消費税相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が

当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない

者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者と

なるので留意すること。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(10) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０９５２０１０４９１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
桂線口径４００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
栄区長沼町１７７番地先から８０２番地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ４００ｍｍ、Ｌ＝２９８ｍ ほか）、管撤去工一式、路面復 
旧工一式 

工期 契約締結の日から１１０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成２１年度災害協力業者名簿に登載されている者であること。 
（２）平成８年４月１日以降に完成した次のいずれかの工事の施工実績を有すること（当 
  該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上 

のものに限る。）。 
  ア 管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の元請としての施工実績 
  イ 本市発注の、管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の下請としての施工実績 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）施工実績調書（工事内容欄に布設した導送配水管の種類、管径及び延長を記入し、 
併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。ただし 
、下請実績を証明する場合は、施工内容を確認できる注文書及び注文請書等の写しと、施 
工体系図の写し又は下請負人選定通知書の写しを添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は予定価格の事後公表試行対象工事である。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付するこ  
  と。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

工事担当課 水道局南部工事課 電話 ０４５－８３３－６７８１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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水道局調達公告第 157 号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「相模原沈澱事務所耐震補強及び外壁改修工事」ほか８件の工事について、一般競争入札を

行う。 

平成21年11月４日 

 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成 20 年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する

者であること。 

(2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市

電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる

。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、８(9)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める

期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続きについては、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 
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(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(6) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共

同企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(9) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする

。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続きを繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に行政運営調整局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければ

ならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は

入札参加資格を満たす者でないとし、(4) イの手続きにより落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続きにより、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して

、当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 



横浜市報調達公告版 

                                第 101 号 平成 21 年 11 月４日発行 

                                                    

                        114

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入

札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな

い。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項

の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場

合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 21・22 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載

された金額に１００分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績

額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に

満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(10) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０９５２０１０４７２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
相模原沈澱事務所耐震補強及び外壁改修工事 

施工場所 
相模原市下溝２２８５番地 

工事概要 

耐震補強（鉄筋コンクリート袖壁増設）工、外壁改修工 ほか 

工期 契約締結の日から９０日間 

予定価格 １６，９２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｃ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、神 
奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、緑区内、青葉区内、都筑区内、戸塚区内、泉区内又は 
瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

工事担当課 水道局建設課 電話 ０４５－３３７－０８４４  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９５２０１０４７３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
牛久保ポンプ場機械室吹付岩綿除去工事 

施工場所 
都筑区牛久保三丁目２７番地 

工事概要 

岩綿除去工１４７．０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から９０日間 

予定価格 ２，０１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 建築又はひき屋・解体 

格付等級 【建築：Ｃ】又は【ひき屋・解体：－】 

登録細目 【建築：建築工事】又は【ひき屋・解体：ひき屋・解体工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成２１・２２年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、西区内、中区内、港北区内、緑区内、青葉区内又は都筑区内のいず 
れかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

工事担当課 水道局西谷浄水場 電話 ０４５－３７１－５３３５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９５２０１０４８９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
田谷線から上倉田線口径９００ｍｍ配水管新設工事（その９） 

施工場所 
栄区小菅ケ谷一丁目１７番１６号地先から２７番３０号地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ７５ｍｍ～Φ９００ｍｍ、Ｌ＝２３７ｍ）、給水管取付替工 
一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から４７０日間 

予定価格 ２１０，６１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成８年４月１日以降に完成した次のいずれかの工事の施工実績を有すること（当 
  該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上 

のものに限る。）。 
  ア 管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の元請としての施工実績 
  イ 本市発注の、管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の下請としての施工実績 
（２）平成１１年４月１日以降に完成した上水道工事において、１件あたりの請負金額が 
  １３２，６８４，３００円以上の元請としての施工実績又は１件あたりの請負金額が 
  １７６，９１２，４００円以上の下請としての施工実績を有すること（当該施工実績 
  が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率で按分した額とするこ 

と。）。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）施工実績調書（工事内容欄に布設した導送配水管の種類、管径及び延長を記入し、 
併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。ただし 
、下請実績を証明する場合は、施工内容を確認できる注文書及び注文請書等の写しと、施 
工体系図の写し又は下請負人選定通知書の写しを添付すること。） （４）入札参加資格 
その他（２）の請負金額を証明する書類（契約書又はＣＯＲＩＮＳ登録データの写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ５回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付するこ  
  と。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 水道局南部工事課 電話 ０４５－８３３－６７８１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９５２０１０４９２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
境木本町口径１００ｍｍから１５０ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
保土ケ谷区境木本町３４番１０号地先から４７番３６号地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ１００ｍｍ～Φ１５０ｍｍ、Ｌ＝６００ｍ ほか）、給水管 
取付替工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１２０日間 

予定価格 ５８，５２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した次のいずれかの工事の施工実績を有すること（当該施工 
実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限 
る。）。 
（１）管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の元請としての施工実績 
（２）本市発注の、管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の下請としての施工実績 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）施工実績調書（工事内容欄に布設した導送配水管の種類、管径及び延長を記入し、 
併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。ただし 
、下請実績を証明する場合は、施工内容を確認できる注文書及び注文請書等の写しと、施 
工体系図の写し又は下請負人選定通知書の写しを添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書 
と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内 
訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

工事担当課 水道局中部工事担当 電話 ０４５－２５２－７０９３  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９５２０１０４９３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小菅ケ谷四丁目ほか４か所口径１００ｍｍから２００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
栄区小菅ケ谷四丁目９番１号地先から１２番１４号地先までほか４か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ１００ｍｍ～Φ２００ｍｍ、Ｌ＝４７０ｍ ほか）、給水管 
取付替工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式                    
     

工期 契約締結の日から１１０日間 

予定価格 ４９，５４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した次のいずれかの工事の施工実績を有すること（当該施工 
実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限 
る。）。 
（１）管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の元請としての施工実績 
（２）本市発注の、管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の下請としての施工実績 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）施工実績調書（工事内容欄に布設した導送配水管の種類、管径及び延長を記入し、 
併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。ただし 
、下請実績を証明する場合は、施工内容を確認できる注文書及び注文請書等の写しと、施 
工体系図の写し又は下請負人選定通知書の写しを添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書 
と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内 
訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

工事担当課 水道局南部工事課 電話 ０４５－８３３－６７８１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９５２０１０４９４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平戸二丁目口径１００ｍｍから２００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
戸塚区平戸二丁目２９番２７号地先から７番２８号地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ１００ｍｍ～Φ２００ｍｍ、Ｌ＝３２０ｍ ほか）、給水管 
取付替工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１１０日間 

予定価格 ４８，６５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した次のいずれかの工事の施工実績を有すること（当該施工 
実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限 
る。）。 
（１）管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の元請としての施工実績 
（２）本市発注の、管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の下請としての施工実績 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）施工実績調書（工事内容欄に布設した導送配水管の種類、管径及び延長を記入し、 
併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。ただし 
、下請実績を証明する場合は、施工内容を確認できる注文書及び注文請書等の写しと、施 
工体系図の写し又は下請負人選定通知書の写しを添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書 
と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内 
訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

工事担当課 水道局南部工事課 電話 ０４５－８３３－６７８１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９５２０１０４９６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
川井浄水場小水力発電設置工事（その２）（発電機室築造工事） 

施工場所 
旭区上川井町２５５５番地 

工事概要 

室築造工一式、管布設工一式、見学路設置工一式、配電盤基礎工一式 

工期 契約締結の日から１１５日間 

予定価格 ７１，７１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

工事担当課 水道局川井浄水場 電話 ０４５－９２１－１１７４  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９５２０１０４９８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
豊岡町口径１５０ｍｍから２００ｍｍ配水管布設替工事（その２） 

施工場所 
鶴見区豊岡町７番１４号地先から寺谷一丁目１番１３号地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ｍｍ、Ｌ＝２７６ｍ ほか）、給水管 
取付替工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１１０日間 

予定価格 ５２，２３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ又はＢ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した次のいずれかの工事の施工実績を有すること（当該施工 
実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限 
る。）。 
（１）管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の元請としての施工実績 
（２）本市発注の、管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の下請としての施工実績 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し  
（３）施工実績調書（工事内容欄に布設した導送配水管の種類、管径及び延長を記入し、 
併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。ただし 
、下請実績を証明する場合は、施工内容を確認できる注文書及び注文請書等の写しと、施 
工体系図の写し又は下請負人選定通知書の写しを添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書 
と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内 
訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

工事担当課 水道局北部工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９５２０１０４９９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
永田台ほか８か所口径７５ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
南区永田台７番６号地先から１１号地先までほか８か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ７５ｍｍ、Ｌ＝６５３ｍ）、給水管取付替工一式、管撤去工 
一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１１０日間 

予定価格 ７８，４８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１９日（木）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

工事担当課 水道局中部工事担当 電話 ０４５－２５２－７０９２  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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水道局調達公告第158号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「バタフライ弁（電動機付）口径1000ｍｍメタルシート １基ほか」ほか３件の契約につい

て、一般競争入札を行う。 

平成 21 年 11 月４日 

 

横浜市水道事業管理者    

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項

の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成21・22年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）に登載されている者である

こと。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定め

るところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、９(6)に定める場合を除く。  

(2) 同等品による入札については、別途指定がある場合を除き３(2)アの期限までにメーカー・型番等が

記載されているカタログ等の資料を電子メール（送信先アドレスは「gy-situmonsho@city.yokohama.j

p」）により契約第二課へ提出すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

 (1) 設計図書の交付 

  設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まないものとし

て計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール（送

信先アドレスは「gy-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まないものとして計算することと

する。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（日曜日、土曜日及び休日を除く。）において、電子入札システム

により入札書を提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参
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加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当す

る入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、営業種目「不用品買受」に係る契約については

「予定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名及び当該価格を通知し、落札の決

定は保留する。 

(2) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者を新たに落札候補者とし、(3)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の

手続を繰り返す。 

(5) (1)において落札候補者となる者がないとき又は(4)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した

者が他にないときは再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(4)までの手続は同様とす

る。なお、すでに無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札

をした者の入札は認めない。 

(6) (3)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(4)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まないものとして計算することとする。）の午後

５時までに電子メール（送信先アドレスは「gy-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課

へ提出し、また、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されな

い場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(4)イの

手続により落札者を決定する。 

(7) (4)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当
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該落札候補者に通知する。 

(8) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格

をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合

の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額（長

期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第14条

第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(6)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第23条第１

項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定された場合

は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 共同企業体による入札を行う場合は、提出書類のうち共同企業体協定書兼委任状を入札締切日時まで

に、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約第二課あての書留郵便により郵送又

は横浜市行政運営調整局契約第二課まで持参しなければならない。 

(7) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、又

は解除することができるものとする。 

 (8) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関す

る競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札

参加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０９５２０２０４４９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
バタフライ弁（電動機付）口径１０００ｍｍメタルシート １基ほか 

納入／履行場所 
相模原市津久井町青山３４８２番地 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から１０５日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 水道用品 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内又は準市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

１．市内業者については、上記の営業種目に第３位までに登録があること。準市内業者に 

ついては、上記の営業種目に第１位に登録があること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局川井浄水場 電話 ０４５－９２１－１１７４ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９５２０３０６３９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
小雀浄水場管内大口径バルブ保守点検業務委託 

納入／履行場所 
水道局小雀浄水場ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２２年 １月２９日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 機械設備保守 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内、準市内又は市外 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目に登録があること。②当該業務又はこれと同種の業務実績（国内におけ 

る口径４００ミリメートル以上の水道用バルブ保守点検業務）を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１８日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１８日（水）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局小雀浄水場 電話 ０４５－８５１－１７３１ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９５２０４００１０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
研修システム用サーバ等 一式の借入 

納入／履行場所 
水道局料金課 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２２年 ２月 １日から平成２７年 １月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 一般賃貸 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内又は準市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①市内業者については上記の営業種目に第３位までに登録があること。準市内業者につい 

ては上記の営業種目に第１位に登録があること。 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

引受証明書 

※提出期限：平成２１年１２月２日午後５時まで 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１９日（木）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月２０日（金）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月２０日（金）午後 ２時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

発注担当課 水道局料金課 電話 ０４５－３３７－０８３１ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
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契約番号 ０９５２０４００１０ 

件名 研修システム用サーバ等 一式の借入 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

設計図書に関する質問及び回答 

１．質問書の締切日時及び提出方法 

平成２１年１１月１３日午後４時までに契約第二課へ電子メール（送信先アドレスは公告 

に記載のとおり。）により提出すること（書式はダウンロード可能。）。 

２．質問に対する回答 

平成２１年１１月１７日午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

３．同等品資料の締切日時及び提出方法 

メーカー・型番等が記載されているカタログ等の資料を平成２１年１１月１３日午後４時 

までに契約第二課へ電子メール（送信先アドレスは公告に記載のとおり。）により提出す 

ること。 

 

その他 

１．平成２１年度分のリース料総額（税抜き）で見積もること。 

２．この契約は、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約とする。 

 

 

 

 

本件の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０９５２０５００３１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
廃車（軽自動車６６０ＣＣ） １台の売払 

納入／履行場所 
水道局西部給水維持課青葉事務所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

①上記の営業種目の第３位までに登録があること。②当該物品の買受実績又はこれと同種 

の買受実績を有する者。③古物営業の許可を受けている者。④使用済自動車の再資源化等 

に関する法律第４２条第１項に規定する引取業登録のある者。 

提出書類 

①不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書②古物商許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をすること 

。 ※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の 

買受代金の納付については、契約約款及び仕様書に記載されたとおりとする。 

発注担当課 水道局西部給水維持課 電話 ０４５－９７４－２３３１ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
 

 



横浜市報調達公告版 

                                第 101 号 平成 21 年 11 月４日発行 

                                                    

                        132

 

交通局調達公告第 63 号  

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「関内変電所受変電機器新設工事」について、一般競争入札を行う。 

平成21年11月４日 

 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 池 田 輝 政 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成 20 年３月交通局規程第 11 号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する

者であること。 

(2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市

電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる

。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、８(9)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める

期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

交 通 局 
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契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(6) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共

同企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(9) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする

。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に行政運営調整局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければ

ならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は

入札参加資格を満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 
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(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入

札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな

い。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項

の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場

合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 21・22 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載

された金額に１００分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績

額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に

満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(10) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の

前払金に関する規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０９５３０１００５４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
関内変電所受変電機器新設工事 

施工場所 
中区尾上町３丁目４２番地 

工事概要 

変圧器製作・据付（３相４，０００ｋＶＡ）１台、整流器用変圧器製作・据付 
（１，５００ｋＷ相当）２台、整流器製作・据付（１，５００ｋＷ）２台、非常用発電機 
製作・据付（３相７５０ｋＶＡ）１台、特別高圧受電設備製作・据付一式、直流開閉器設 
備製作・据付一式、高圧配電用設備製作・据付一式、制御・配電盤設備製作・据付一式  
ほか 

工期 契約締結の日から平成２３年 ７月３１日まで 

予定価格 ７２７，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

上記の技術者は、平成８年４月１日以降に完成した、直流電気鉄道における受変電設備工 
事の元請としての施工経験を有すること。 
 
平成８年４月１日以降に完成した、直流電気鉄道における受変電設備工事（新設、増設又 
は更新工事に限る。）元請としての施工実績を有し、かつ、同設備は開札日において１年 
以上の稼動実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。工事経験欄に入札参加資格に定められた 
施工経験を記入すること。） （２）監理技術者講習修了証の写し （３）施工実績調書 
（工事内容欄に工事を施工した施設の名称、工事概要及び当該設備の稼動日を記入し、併 
せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月２４日（火）午前 ９時００分から 
平成２１年１１月２６日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月２７日（金）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 交通局電気課 電話 ０４５－６７１－３１８５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０９５３０１００５４ 

工事件名 
関内変電所受変電機器新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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交通局調達公告第 64 号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成21年 11 月４日 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 池 田 輝 政 

１ 競争入札に付する事項  

(1) 件名及び数量  

ア  軽油（１月～３月分）第１ブロック 約 1,017キロリットルの購入 

イ 軽油（１月～３月分）第２ブロック 約 1,062キロリットルの購入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

(3) 納入期間 

平成22年１月１日から平成22年３月31日まで 

(4) 納入場所 

第１号ア及びイに掲げる物品ごとに次のとおりとする（詳細は、入札説明書による。）。 

ア  横浜市交通局自動車本部保土ケ谷営業所ほか３か所 

イ 横浜市交通局自動車本部浅間町営業所ほか３か所 

(5) 納入方法 

  入札説明書による。 

(6) 一連の調達契約に関する事項 

   最初の契約に係る入札公告日 

   平成21年２月３日 

(7) 入札方法 

第１号アに掲げる物品については第１号ア及び本号アに掲げる概算数量の合算額をもって、第１号イ

に掲げる物品については第１号イ及び本号イに掲げる概算数量の合算額をもって、それぞれ合併入札に

より、１キロリットル（1,000リットル）当たりの単価により行う（詳細は、入札説明書による。）。 

ア  軽油（１月～３月分）第１ブロック 約 287キロリットルの購入（緑営業所分） 

イ 軽油（１月～３月分）第２ブロック 約 232キロリットルの購入（磯子営業所分） 

本号ア及びイについては、横浜交通開発株式会社との契約となる。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号。以下「契約規程」という。）第２条におい

て準用する横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市契約規則第59号。以下「契約規則」という。）第３条

第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成21・22年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「燃料」に登録が認

められている者であること。 

(3) 平成21年11月13日から入札日までの間のいずれかの日において、横浜市一般競争参加停止及び指名停

止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 当該物品に係る軽油元売業者の供給保証を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続きを行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 提出書類及び提出部課 

入札説明書による。 

(2) 提出期限 

平成21年11月13日（ただし、供給保証書は平成21年11月24日）午後５時まで 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 
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横浜市交通局経営部経営企画課（関内中央ビル９階） 

原田 電話 045(671)3171（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、第３項第３号に掲げる部課において、この公告の日から入札日まで

閲覧に供する。 

６  入札説明書の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、平成21年11月４日から平成21年12月１日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後５時まで）の間において第３項第３号に掲げる部課で貸出しを行う。 

７ 入札及び開札の日時及び場所等 

平成21年12月17日午後２時 横浜市交通局経営部経営企画課入札室（関内中央ビル９階） 

ただし、郵送による入札については、平成21年12月16日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に

必着のこと。 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 第２項の資格条件を満たさない者が行った入札 

(2) 入札説明書に定める提出書類について虚偽の記載をした者が行った入札 

(3) 契約規程第２条において準用する契約規則第19条の規定に該当する入札 

９ 落札者の決定                                             

契約規程第２条において準用する契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金 

１箇月間の納入分について、納品検査終了後、その１箇月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他  

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。  

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract: 

① Purchase of approx. 1,017kl of gas oil 

② Purchase of approx. 1,062kl of gas oil 

(2) Date of tender: 2:00 p.m., 17 December, 2009 

(3) Contact point for the notice: Management Planning Division,Transportation Bureau, City of

 Yokohama, 1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017 TEL 045(671)3171 
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交通局調達公告第65号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「短靴（シモン又はミドリ安全）117足ほか 同等品可」の契約について、一般競争入札を

行う。 

平成 21 年 11 月４日 

 

横浜市交通事業管理者    

交通局長 池 田 輝 政  

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月水道局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項

の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成21・22年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）に登載されている者である

こと。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定め

るところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、９(6)に定める場合を除く。  

(2) 同等品による入札については、別途指定がある場合を除き３(2)アの期限までにメーカー・型番等が

記載されているカタログ等の資料を電子メール（送信先アドレスは「gy-situmonsho@city.yokohama.j

p」）により契約第二課へ提出すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

 (1) 設計図書の交付 

  設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まないものとし

て計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール（送

信先アドレスは「gy-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まないものとして計算することと

する。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（日曜日、土曜日及び休日を除く。）において、電子入札システム

により入札書を提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参
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加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当す

る入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、営業種目「不用品買受」に係る契約については

「予定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名及び当該価格を通知し、落札の決

定は保留する。 

(2) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者を新たに落札候補者とし、(3)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の

手続を繰り返す。 

(5) (1)において落札候補者となる者がないとき又は(4)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した

者が他にないときは再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(4)までの手続は同様とす

る。なお、すでに無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札

をした者の入札は認めない。 

(6) (3)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(4)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まないものとして計算することとする。）の午後

５時までに電子メール（送信先アドレスは「gy-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課

へ提出し、また、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されな

い場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(4)イの

手続により落札者を決定する。 

(7) (4)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当
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該落札候補者に通知する。 

(8) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格

をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合

の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額（長

期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第14条

第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(6)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第23条第１

項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定された場合

は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 共同企業体による入札を行う場合は、提出書類のうち共同企業体協定書兼委任状を入札締切日時まで

に、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約第二課あての書留郵便により郵送又

は横浜市行政運営調整局契約第二課まで持参しなければならない。 

(7) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、又

は解除することができるものとする。 

(8) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関す

る競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札

参加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０９５３０２０２７３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
短靴（シモン又はミドリ安全） １１７足ほか 同等品可 

納入／履行場所 
横浜市教育文化センター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から４５日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

営業種目 ゴム・皮革 

格付等級 - 

登録細目  

所在地区分 市内 

入 

札 

参 

加 

資 

格 その他 

１．上記の営業種目に第３位までに登録があること。 

２．次のいずれかに該当する者であること 

①当該物品に係る製造実績又は納入実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年１１月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成２１年１１月１７日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２１年１１月１７日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 交通局職員課 電話 ０４５－６７１－３１６６ 
 

契約事務担当課 行政運営調整局契約第二課  
 

 


